
政
府
は
２
月
１７
日
、
「
社

会
保
障
・
税
一
体
改
革
大

綱
」
を
閣
議
決
定
し
た
。
同

大
綱
の
柱
は
、
現
行
の
消
費

税
率
５
％
か
ら
の
更
な
る
上

積
み
。
平
成
２６
年
４
月
１
日

か
ら
は
３
％
引
き
上
げ
８
％

へ
、
２７
年
１０
月
１
日
か
ら
は

更
に
２
％
引
き
上
げ
、
最
終

的
に
１０
％
と
す
る
こ
と
を
目

指
し
て
い
る
。

現
行
税
率
か
ら
の
引
き
上

げ
分
の
う
ち
、
地
方
に
は
消

費
税
率
換
算
で
段
階
的
に
、

２６
年
４
月
１
日
か
ら
０
・
９２

％
、
２７
年
１０
月
１
日
か
ら
は

１
・
５４
％
が
配
分
さ
れ
る
こ

と
と
な
っ
て
い
る
。
引
き
上

げ
分
の
消
費
税
収
に
つ
い
て

は
、
国
・
地
方
と
も
全
額
が

社
会
保
障
給
付
に
充
当
さ
れ

る
こ
と
と
な
る
。

な
お
、
引
き
上
げ
分
の
消

費
税
収
の
う
ち
地
方
分
に
つ

い
て
は
、
地
方
消
費
税
の
充

実
を
基
本
と
し
て
い
る
が
、

財
政
力
の
弱
い
自
治
体
へ
配

慮
し
、
地
方
交
付
税
法
定
率

分
の
充
実
も
図
ら
れ
る
。

政
府
は
消
費
増
税
に
向
け
、

今
年
度
中
に
税
制
改
正
法
案

を
国
会
へ
提
出
す
る
構
え
。

本
会
の
社
会
文
教
委
員
会
（
委

員
長
�
小
林
佐
敏
・
諏
訪
市
議
会

議
長
）
は
２
月
２２
日
、
東
京
・
全

国
都
市
会
館
で
第
１
４
３
回
委
員

会
を
開
催
し
、
平
成
２３
年
度
要
望

結
果
な
ど
に
つ
い
て
協
議
し
た
。

同
委
で
は
、
７
月
４
日
に
第
１

４
１
回
委
員
会
を
開
き
要
望
書
を

取
り
ま
と
め
た
ほ
か
、
１１
月
１５
日

に
は
第
１
４
２
回
委
員
会
を
開

催
。
改
訂
版
と
な
る
要
望
書
を
取

り
ま
と
め
て
い
た
。
そ
れ
ぞ
れ
の

要
望
書
に
つ
い
て
は
掲
げ
た
内
容

の
実
現
を
図
る
た
め
、
全
委
員
が

関
係
各
方
面
へ
要
請
活
動
を
展
開

し
、
成
果
を
挙
げ
て
い
る
。

な
お
、
要
望
結
果
の
概
要
に
つ

い
て
は
、
他
の
委
員
会
と
も
ど
も

本
紙
の
紙
面
上
で
特
集
を
組
み
、

改
め
て
紹
介
す
る
こ
と
と
す
る
。

当
日
は
、
厚
生
労
働
省
保
険
局

の
�
谷
浩
樹
・
国
民
健
康
保
険
課

長
が
「
国
民
健
康
保
険
制
度
の
現

状
と
課
題
」、
内
閣
府
政
策
統
括
官

（
共
生
社
会
政
策
担
当
）
付
の
藤

原
朋
子
・
参
事
官
（
少
子
化
対
策

担
当
）
が
「
子
ど
も
・
子
育
て
新

シ
ス
テ
ム
」
に
関
し
説
明
し
た
。

国
家
公
務
員
給
与
を
平
均
７
・

８
％
削
減
す
る
「
国
家
公
務
員
の

給
与
の
改
定
及
び
臨
時
特
例
に
関

す
る
法
律
」
が
２
月
２９
日
に
成
立

し
た
こ
と
を
受
け
、
全
国
市
議
会

議
長
会
（
会
長
�
関
谷
博
・
下
関

市
議
会
議
長
）
を
は
じ
め
と
す
る

地
方
六
団
体
は
同
日
、
地
方
へ
の

強
制
に
反
対
す
る
声
明
を
公
表
し

た
。
声
明
で
は
、
特
例
法
の
成
立

と
合
わ
せ
、
地
方
交
付
税
や
義
務

教
育
費
国
庫
負
担
金
の
減
額
な
ど

を
通
じ
、
国
が
地
方
へ
給
与
削
減

を
強
制
す
る
こ
と
が
あ
っ
て
は
な

ら
な
い
と
強
調
す
る
。
特
例
法
は

附
則
第
１２
条
で
「
地
方
公
共
団
体

に
お
い
て
自
主
的
か
つ
適
切
に
対

応
さ
れ
る
も
の
」と
定
め
て
い
る
。

本
日
、
我
が
国
の
厳
し
い
財
政

状
況
及
び
東
日
本
大
震
災
に
対
処

す
る
必
要
性
か
ら
、
来
年
度
か
ら

２
年
間
、
国
家
公
務
員
給
与
を
平

均
で
７
・
８
％
削
減
す
る
「
国
家

公
務
員
の
給
与
の
改
定
及
び
臨
時

特
例
に
関
す
る
法
律
」が
成
立
し
、

同
法
附
則
第
１２
条
で
は
、「
地
方
公

務
員
の
給
与
に
つ
い
て
は
、
地
方

公
務
員
法
及
び
こ
の
法
律
の
趣
旨

を
踏
ま
え
、
地
方
公
共
団
体
に
お

い
て
自
主
的
か
つ
適
切
に
対
応
さ

れ
る
も
の
と
す
る
。
」
と
さ
れ
た
。

も
と
よ
り
地
方
の
行
政
運
営
に

関
わ
る
事
項
は
、
国
が
指
示
す
べ

き
も
の
で
は
な
く
、
地
方
自
ら
の

判
断
に
基
づ
く
も
の
で
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。
こ
れ
ま
で
地
方
は
、

地
域
の
実
情
や
厳
し
い
財
政
状
況

等
を
踏
ま
え
、
独
自
の
給
与
削
減

や
定
員
削
減
を
断
行
す
る
等
、
国

に
先
ん
じ
て
行
財
政
改
革
を
実
施

し
て
き
た
と
こ
ろ
で
あ
り
、
ま

た
、
被
災
地
へ
の
き
め
細
か
な
職

員
派
遣
等
の
継
続
し
た
支
援
に
加

え
、
全
国
的
な
防
災
・
減
災
事
業

の
財
源
を
自
ら
確
保
す
る
等
の
取

り
組
み
を
行
っ
て
い
る
。

こ
の
た
め
、
地
方
交
付
税
や
義

務
教
育
費
国
庫
負
担
金
を
減
額
す

る
な
ど
、
国
が
地
方
に
対
し
給
与

削
減
を
実
質
的
に
強
制
す
る
こ
と

は
、
附
則
第
１２
条
の
立
法
の
経
緯

を
踏
ま
え
れ
ば
、
決
し
て
あ
っ
て

は
な
ら
な
い
も
の
で
あ
る
。

地
方
は
、
地
域
主
権
改
革
の
理

念
に
則
り
、
自
ら
の
判
断
に
基
づ

い
た
自
主
的
な
取
り
組
み
を
通
し

て
、
引
き
続
き
東
日
本
大
震
災
か

ら
の
復
旧
・
復
興
に
取
り
組
み
、

地
方
の
責
任
を
果
た
し
て
い
く
。

平
成
２４
年
２
月
２９
日

地
方
六
団
体

全
国
知
事
会
会
長

山
田
啓
二

全
国
都
道
府
県
議
会
議
長
会
会
長

山
本
教
和

全
国
市
長
会
会
長

森

民
夫

全
国
市
議
会
議
長
会
会
長関

谷

博

全
国
町
村
会
会
長

藤
原
忠
彦

全
国
町
村
議
会
議
長
会
会
長

�
橋

正

３月５日現在の都市数
８１０団体

うち
指定都市 １９市
中核市 ４１市
特例市 ４０市
一般市 ６８７市
特別区 ２３区

（昭和３６年１２月２０日第三種郵便物認可）

第1825号３月５日平成24年
（2012年）

社会保障・税一体改革を閣議決定

地方六団体
が共同声明

国国
公公
給給
与与
引引
下下
げげ
法法
成成
立立
でで

国家公務員給与に係わる臨時特例法について

要要
望望
結結
果果
のの
概概
要要
まま
とと
めめ
るる

本
会
の
社
会
文
教
委
員
会

左から順に戸谷隆史副委員長（大和高田市）、小林委員
長、�谷国民健康保険課長、溝口誠二副委員長（小林市）

（１） 平成２４年３月５日 第１８２５号
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「
上
」
の
表
を
み
る
と
意
見
書

が
最
も
多
く
採
択
さ
れ
た
案
件
は

「
Ｔ
Ｐ
Ｐ
交
渉
参
加
へ
の
反
対
・

慎
重
な
対
応
」
。
Ｔ
Ｐ
Ｐ
に
つ
い

て
は
昨
年
の
３
月
定
例
会
で
も
採

択
件
数
が
最
多
�
本
紙
１
８
０
７

号
�
と
な
っ
て
い
る
が
、
そ
の
後

１１
月
１３
日
か
ら
始
ま
っ
た
Ａ
Ｐ
Ｅ

Ｃ
首
脳
会
議
で
野
田
総
理
が
、
交

渉
参
加
に
向
け
た
協
議
へ
入
る
こ

と
と
し
た
た
め
、
反
対
や
慎
重
な

対
応
を
求
め
る
声
が
相
次
い
だ
。

こ
の
ほ
ど
本
紙
は
、
平
成
２３
年
１２
月
定
例
会
の
「
意
見
書
・
決
議

の
議
決
状
況
」
を
ま
と
め
た
。
調
査
結
果
に
つ
い
て
は
２
面
と
３
面

へ
取
り
ま
と
め
た
表
を
分
割
し
た
う
え
で
掲
載
し
、
そ
れ
ぞ
れ
の
表

に
つ
い
て
分
析
す
る
。
な
お
、
集
計
に
用
い
た
デ
ー
タ
は
本
会
へ
任

意
で
寄
せ
ら
れ
た
も
の
。
全
市
議
会
の
「
意
見
書
・
決
議
」
を
網
羅

し
た
調
査
結
果
で
な
い
こ
と
を
予
め
、
お
断
り
し
て
お
く
。

野
田
佳
彦
・
内
閣
総
理
大
臣
は

Ａ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
を
目
前
に
控
え
た
１１
月

１１
日
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
へ
の
交
渉
参
加
に

向
け
各
国
と
協
議
に
入
る
姿
勢
を

明
ら
か
と
し
た
。
事
実
上
の
交
渉

参
加
表
明
と
受
け
取
れ
る
。

Ａ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
の
舞
台
と
な
っ
た
ホ

ノ
ル
ル
で
１３
日
、
総
理
は
会
見
で

記
者
か
ら
「
（
総
理
が
）
日
本
の

Ｔ
Ｐ
Ｐ
へ
の
交
渉
参
加
方
針
に
つ

い
て
説
明
さ
れ
、
オ
バ
マ
大
統
領

を
は
じ
め
複
数
の
首
脳
か
ら
歓
迎

の
意
を
受
け
ら
れ
た
」
「
一
方
、

国
内
で
は
、
こ
れ
は
正
式
な
参
加

表
明
で
は
な
い
、
参
加
を
前
提
と

し
て
な
い
等
の
見
方
が
強
く
、
途

中
離
脱
を
期
待
す
る
声
も
あ
る
」

と
指
摘
を
受
け
て
い
る
。
国
内
外

に
あ
る
認
識
の
ギ
ャ
ッ
プ
を
ど
の

よ
う
に
受
け
止
め
、
埋
め
て
い
く

の
か
総
理
は
質
さ
れ
て
い
る
。

記
者
か
ら
の
問
い
に
総
理
は

「
Ｔ
Ｐ
Ｐ
交
渉
参
加
に
向
け
て
関

係
国
と
協
議
に
入
る
と
い
う
こ

と
」
と
答
え
、
そ
れ
以
上
で
も
そ

れ
以
下
で
も
な
い
と
す
る
認
識
を

示
し
た
。
あ
く
ま
で
国
益
の
観
点

に
立
っ
て
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
に
つ
い
て
の

結
論
を
得
る
と
強
調
し
て
い
る
。

し
か
し
、
本
会
へ
寄
せ
ら
れ
た

意
見
書
の
中
に
は
「
交
渉
に
お
い

て
真
の
国
益
を
守
る
気
概
が
感
じ

ら
れ
な
い
」
と
指
摘
す
る
声
が
あ

る
。
国
民
皆
保
険
制
度
に
つ
い
て

は
断
固
と
し
て
我
が
国
制
度
を
守

る
と
述
べ
る
一
方
、
コ
メ
の
関
税

に
つ
い
て
は
Ｔ
Ｐ
Ｐ
の
ル
ー
ル
に

則
り
守
る
も
の
は
守
る
と
述
べ
る

な
ど
、
総
理
の
真
意
が
疑
わ
れ
る

と
説
く
意
見
書
も
あ
る
。

Ｔ
Ｐ
Ｐ
は
原
則
と
し
て
、
全
品

目
に
対
す
る
関
税
を
撤
廃
す
る
協

定
。
農
水
省
の
試
算
に
よ
れ
ば
協

定
を
締
結
し
た
場
合
、
我
が
国
の

食
料
自
給
率
は
現
在
の
４０
％
か
ら

１３
％
へ
と
急
落
し
、
コ
メ
の
生
産

量
は
９０
％
減
、
砂
糖
や
小
麦
は
壊

議会
意見書・決議の議決状況（上） （２３．１１．１～１２．３１）

決 議

【 ０ 】

―

―

―

―

【 ９ 】

―

９

【 ５ 】

―

―

―

１

―

―

４

【 １２ 】

―

―

７

５

【 ２ 】

１

―

―

１

【 ２ 】

―

１

―

１

【 ３０ 】

【 ５４ 】

意見書

【 ３７ 】

１０

７

７

１３

【 ２６ 】

１６

１０

【 ２５８ 】

８９

４７

２５

１４

１０

１０

６３

【 ５８ 】

１８

５

２

３３

【 ２０２ 】

１０２

５６

２７

１７

【 １０１ 】

４９

１２

７

３３

【 ６８２ 】

【 １２２５ 】

件 名

【税・財政】

○社会保障と税の一体改革による消費税増税
に反対

○地方財政の充実・強化

○自動車関係諸税の見直し

○その他

【地方行政・議会・選挙】

○安心・安全な国民生活実現のため、防災、
生活関連公共事業予算の確保、地方整備局
や事務所等、国の出先機関の存続

○その他

【医療・保健衛生】

○国民生活の安心と向上を図る各種基金事業
の継続

○子宮頸がん等ワクチン接種緊急促進事業の
継続、早期制度化

○介護職員処遇改善交付金の継続

○看護師等大幅増員と労働環境・待遇改善

○後期高齢者医療制度の保険料引き上げに反対

○３５０万人のウイルス性肝炎患者の救済

○その他

【教育・文化】

○義務教育費国庫負担制度堅持、３０人以下学
級の実現、教育予算拡充、教職員定数増など

○私学助成の充実

○第３２回オリンピック競技大会及び第１６回パ
ラリンピック競技大会の東京招致を求める

○その他

【農林・水産】

○ＴＰＰ（環太平洋経済連携協定）交渉参加
へ反対・慎重な対応を求める

○鳥獣被害防止対策の充実

○軽油引取税の免税制度の継続

○その他

【公害・環境保全】

○原子力発電からの脱却とエネルギー政策の
転換

○放射線による被害対策の早期実施

○放射能汚染から子どもと国民の健康を守る
対策

○その他

【合 計】

【総合計】

１１２２
月月
定定
例例
会会
のの

意意
見見
書書
・・
決決
議議
のの
状状
況況

ＴＰＰ関連が最多【上】

「参加へ反対」
「慎重な対応」

第１８２５号 平成２４年３月５日 （２）（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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「
下
」
を
み
る
と
、
採
択
件
数
が
最
多
と
な
っ
た
案
件
は
、
防
災
会
議
に
女
性
の
視
点
を
取
り
入
れ
る

よ
う
求
め
る
意
見
書
。
９７
件
が
本
会
へ
寄
せ
ら
れ
て
い
る
。
国
の
防
災
基
本
計
画
に
平
成
１７
年
、
「
女
性

の
参
画
・
男
女
双
方
の
視
点
」
が
初
め
て
盛
り
込
ま
れ
て
以
降
、
こ
れ
ま
で
十
分
な
取
り
組
み
に
な
っ
て

い
な
い
と
指
摘
し
て
い
る
。
こ
の
ほ
か
、
新
た
な
総
合
福
祉
法
の
制
定
を
求
め
る
意
見
書
が
急
増
し
た
。

昨
年
の
９
月
定
例
会
で
は
採
択

が
１
件
に
と
ど
ま
っ
て
い
た
「
障

が
い
者
の
権
利
を
保
障
す
る
新
た

な
総
合
福
祉
法
の
早
期
制
定
」

が
、
１２
月
定
例
会
で
は
３２
件
と
急

増
し
た
。
遅
く
と
も
障
害
者
自
立

支
援
法
を
平
成
２５
年
８
月
ま
で
に

廃
止
し
、
新
た
な
総
合
的
福
祉
法

制
を
実
施
す
る
と
さ
れ
て
い
る
こ

と
が
背
景
と
推
測
さ
れ
る
。
支
援

法
違
憲
訴
訟
の
原
告
団
が
国
と
交

わ
し
た
基
本
合
意
文
書
に
、
新
法

制
の
実
施
が
盛
り
込
ま
れ
た
た
め

の
措
置
。

支
援
法
は
関
係
者
の
反
対
が
強

い
な
か
１７
年
１０
月
に
成
立
。
利
用

者
負
担
の
規
定
見
直
し
に
よ
り
応

益
負
担
制
度
が
導
入
さ
れ
、
利
用

者
は
定
率
で
１
割
の
負
担
へ
。
障

害
が
重
い
人
ほ
ど
サ
ー
ビ
ス
の
提

供
を
受
け
る
た
び
に
高
い
負
担
を

強
い
ら
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。
法

律
名
の
「
障
害
者
自
立
」
と
は
相

反
し
、
生
活
保
護
を
受
け
ざ
る
を

得
な
い
状
況
が
生
み
出
さ
れ
た
。

２２
年
１
月
に
基
本
合
意
へ
至
っ

た
内
容
の
柱
は
▽
障
害
者
自
立
支

援
法
廃
止
の
確
約
と
新
法
の
制
定

▽
同
法
制
定
の
総
括
と
反
省
▽
新

法
制
定
に
当
た
っ
て
の
論
点
▽
利

用
者
負
担
に
お
け
る
当
面
の
措
置

▽
履
行
確
保
の
た
め
の
検
証
―
―

の
５
本
で
構
成
さ
れ
て
い
る
。
特

に
新
法
制
定
に
当
た
っ
て
は
「
利

用
者
負
担
の
あ
り
方
」
「
支
給
決

定
の
あ
り
方
」
な
ど
６
項
目
に
つ

い
て
検
討
し
、
対
応
し
て
い
く
こ

と
と
さ
れ
て
い
る
。
基
本
合
意
が

実
現
さ
れ
る
た
め
に
は
、
総
理
大

臣
を
本
部
長
と
す
る
「
障
が
い
者

制
度
改
革
推
進
本
部
」
の
も
と
で

２１
年
１２
月
か
ら
進
め
ら
れ
て
い
る

制
度
改
革
が
、
真
に
障
害
者
の
権

利
保
障
を
担
保
す
る
も
の
と
し
て

結
実
せ
ね
ば
な
ら
な
い
。

同
本
部
の
下
に
設
置
さ
れ
た
障

が
い
者
制
度
改
革
推
進
会
議
が
２３

年
８
月
、
「
障
害
者
総
合
福
祉
法

の
骨
格
に
関
す
る
総
合
福
祉
部
会

の
提
言
」
を
ま
と
め
た
。
障
害
の

な
い
市
民
と
の
平
等
、
格
差
の
是

正
な
ど
６
つ
の
目
標
を
打
ち
出
し

て
い
る
。
原
告
団
の
想
い
へ
応
え

る
た
め
に
も
、
障
害
者
福
祉
改
革

の
中
へ
確
実
に
盛
り
込
ま
れ
ね
ば

な
ら
な
い
だ
ろ
う
。
意
見
書
で

は
、
総
合
福
祉
部
会
の
提
言
に
基

づ
き
新
法
を
制
定
す
る
よ
う
求
め

る
と
と
も
に
、
障
害
者
の
自
立
し

た
地
域
生
活
が
可
能
と
な
る
体
制

の
確
立
も
求
め
て
い
る
。

滅
状
態
へ
陥
る
と
い
う
。
農
業
生

産

額

に

し

て
４
兆
１
０
０
０
億

円
、
実
質
Ｇ
Ｄ
Ｐ
が
７
・
９
兆

円
、
雇
用
も
３
４
０
万
人
の
減
と

試
算
で
は
、
は
じ
い
て
い
る
。

そ
も
そ
も
政
府
内
で
も
、
各
省

庁
に
よ
っ
て
公
表
さ
れ
る
試
算
結

果
は
バ
ラ
バ
ラ
。
国
民
が
判
断
す

る
に
も
判
断
基
準
が
無
い
に
等
し

い
。
１
０
２
件
も
の
意
見
書
が
反

対
や
慎
重
な
対
応
を
求
め
る
の
も

当
然
と
い
え
る
。

意見書・決議の議決状況（下） （２３．１１．１～１２．３１）

決 議

【 ６ 】

―

４

―

―

２

【 ２ 】

―

２

【 ４ 】

―

―

―

１

３

【 ５ 】

―

―

―

５

【 ３ 】

―

―

―

―

―

―

３

【 ４ 】

【 ２４ 】

【 ５４ 】

意見書

【 ６３ 】

２４

５

５

４

２５

【 ５２ 】

４８

４

【 １８０ 】

９７

４９

６

４

２４

【 ８１ 】

３６

２０

１１

１４

【 １６４ 】

３２

３１

２６

１５

１１

７

４２

【 ３ 】

【 ５４３ 】

【 １２２５ 】

件 名

【建設・運輸・郵政・国土保全】

○郵政改革法案の早期成立

○北陸新幹線の開業に伴う並行在来線の持続
可能な安定経営の実現

○八ッ場ダム建設事業の早期完成

○地方における社会資本整備の促進

○その他

【労働・商工】

○円高・デフレから中小企業を守る措置

○その他

【警察・防災・消防】

○防災会議に女性の視点を取り入れる

○災害に強い日本の構築に向けた社会資本整
備の推進

○取調べの全課程の可視化

○学校施設の防災機能向上

○その他

【外交・防衛・国際関係】

○サイバー攻撃・情報保全対策の構築

○原子力発電所の警備体制の充実

○緊急事態基本法の早期制定

○その他

【社会・くらし】

○障がい者の権利を保障する新たな総合福祉
法の早期制定

○視覚障がい者からテレビを遠ざけない地上
デジタルテレビ放送を求める

○子ども・子育て新システムの撤回・慎重な
対応

○年金受給資格期間の短縮

○介護保険制度の安定的な運営のため国庫負
担率の引き上げ

○地方消費者行政に対する国の実効的支援

○その他

【その他】

【合 計】

【総合計】

議会

「
新
た
な
総
合
福
祉
法
制
定
」が
急
増
【下】
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全
国
高
速
自
動
車
道
市
議
会
協

議
会
（
会
長
�
妻
鹿
常
男
・
高
松

市
議
会
議
長
）
は
２
月
２０
日
、
東

京
・
都
市
セ
ン
タ
ー
ホ
テ
ル
で
第

３８
回
定
期
総
会
を
開
催
し
た
。
総

会
冒
頭
、
高
速
道
路
建
設
推
進
議

員
連
盟
会
長
を
務
め
る
衛
藤
征
士

郎
・
衆
議
院
副
議
長
が
来
賓
あ
い

さ
つ
。
全
国
高
速
道
路
建
設
協
議

会
会
長
の
横
内
正
明
・
山
梨
県
知

事
か
ら
祝
辞
（
代
読
）
を
賜
っ
た
。

当
日
は
、
平
成
２４
年
度
の
同
協

議
会
運
営
方
法
な
ど
を
決
定
し
た

の
ち
、
任
期
満
了
に
伴
う
役
員
改

選
を
実
施
。
選
考
の
結
果
、
新
会

長
に
は
田
村
雄
二
・
苫
小
牧
市
議

会
議
長
が
就
任
し
た
。
こ
れ
ま
で

会
長
を
務
め
て
き
た
妻
鹿
常
男
・

高
松
市
議
会
議
長
は
相
談
役
へ
委

嘱
さ
れ
た
。
な
お
、
新
役
員
市
は

以
下
の
と
お
り
。

高高
速速
協協
新新
役役
員員
市市

▽
会
長
�
苫
小
牧
市
▽
副
会
長
�

小
樽
市
、
大
崎
市
、
敦
賀
市
、
高

崎
市
、
春
日
井
市
、
東
大
阪
市
、

尾
道
市
、
坂
出
市
、
大
分
市
▽
監

事
�
二
戸
市
、
大
垣
市
、
諫
早
市

▽
相
談
役
�
高
松
市

平成２４年度第１回

「監査委員特別講座」開催
市町村アカデミー主催

市町村アカデミー（市町村職員中央研修所）では、全国の市町村
の監査委員の方々を対象として、監査委員の役割や、監査実務上の
重要課題等について学ぶ特別講座を開催いたします。
今回は、４月１２・１３日の２日間、それぞれの分野でご活躍されて
いる講師の方々による講義が行われる予定となっています。
多くの皆様方のご参加をお待ちしております。

◆日 時：平成２４年４月１２日（木）１３：００から
４月１３日（金）１４：３５まで

４月１２日 講演
１３：３０～１５：００「監査委員制度の役割（仮題）」
日本大学商学部教授 小関 勇 氏

１５：１５～１６：４５「地方公共団体財政健全化法と監査実務の留意点」
関西学院大学大学院経済学研究科教授 小西 砂千夫 氏

１８：００～ 交流会（所内宿泊）
４月１３日 講演
９：００～１０：３０「住民監査請求の制度と実践」
九州大学大学院法学研究院准教授 田中 孝男 氏

１０：４５～１１：５５「監査機能の充実・強化について（仮題）」
総務省自治行政局行政課監査制度専門官 岡 裕二 氏

１３：００～１４：３０「事例演習」（グループ討議）
総務省自治行政局行政課監査制度専門官 岡 裕二 氏

※講演の内容等は、一部変更になる場合がございます。

◆場 所：市町村職員中央研修所（市町村アカデミー）
（千葉市美浜区浜田１丁目１番）

◆申込期限：平成２４年３月１４日（水）※定員５０人
◆申込方法：参加申込書（市町村アカデミーのホームページからダ

ウンロードできます）を、FAX又は郵送でお送り下さい。
◆参 加 費：７，９００円（宿泊費、食費等を含む）
◆決定通知：申込書受理後、決定通知に併せて必要な資料を送付い

たします。
◆申込・照会先：〒２６１―００２５ 千葉市美浜区浜田１丁目１番
◆問い合わせ：�０４３‐２７６‐３１２６（研修部）

FAX043-276-8484 ホームページ http : //www.jamp.gr.jp

総
会
で
は
役
員
改
選
に
先
立

ち
、
２
月
３
日
に
開
か
れ
た
役
員

会
で
協
議
し
た
「
高
速
道
路
建
設

促
進
に
関
す
る
要
望
」
な
ど
を
諮

り
、
原
案
の
と
お
り
決
定
し
た
。

要
望
で
は
、
未
開
通
区
間
い
わ

ゆ
る
ミ
ッ
シ
ン
グ
リ
ン
ク
の
解
消

な
ど
、
特
に
同
協
議
会
が
総
力
を

結
集
し
、
実
現
を
目
指
す
事
項
を

４
項
目
掲
げ
た
。
総
会
後
、
田
村

会
長
と
妻
鹿
相
談
役
は
、
津
島
恭

一
・
国
土
交
通
大
臣
政
務
官
ら
に

面
談
。
同
協
議
会
加
盟
市
議
長
ら

も
地
元
選
出
の
国
会
議
員
ら
に
要

請
活
動
を
展
開
し
た
。

来賓あいさつする
衛藤・衆院副議長

高
速
協
が
役
員
改
選

田
村
・
苫
小
牧
市
議
長
が
就
任

高速協新会長
田村雄二（苫小牧市）

総
会
決
議
採
択
し
要
請
活
動

左
か
ら
順
に
妻
鹿
相
談
役
、田
村
高
速

協
会
長
、津
島
国
土
交
通
大
臣
政
務
官
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